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介護保障制度の改善についての陳情書 

【趣旨】 

日頃から住民のいのちとくらしを守り、福祉の向上にご尽力いただきありがとうございます。 

愛知自治体キャラバンは、４６年間継続的に住民要求を取りまとめ要請書を提出し懇談を

行い、多くの県民の願いを実現して参りました。 

住民要求の高まりの中、国の制度として２０２６年４月からの公立小学校給食の無償化、２０

２７年４月から国保・子どもの均等割保険料が１８歳まで５割軽減されました。また、自治体の

ご努力で、子ども医療費無料制度、加齢性難聴者への補聴器購入助成、介護保険制度の

改善や住宅改修・福祉用具の受領委任払い、「要介護者の障害者控除の認定書発行」の拡

大、任意予防接種や妊産婦健診事業などの諸施策を改善することできました。関係者のみな

さまのご理解とご協力に感謝いたします。 

さて、深刻な物価高騰の中、さらに、介護・医療の保険料と利用料・患者負担が重く、また、

地域医療も崩壊の危機に直面し、介護保険は「保険あって介護なし」の危険が高まっていま

す。 

つきましては、「いのち・くらし・社会保障」の拡充を最優先に、介護保険制度の改善に向け、

以下の陳情項目の実施に、前向きなご回答をお願いいたします。 

【陳情項目】 ―★印が懇談の重点項目です― 

１．安心できる介護保障 

★（１）介護保険料・利用料など

①介護保険の次年度繰越金や介護給付費準備基金を活用して、介護保険料を引き下げ

てください。また、保険料段階を多段階に設定し、所得段階３２０万円未満の中間層や低

所得段階の倍率を低く抑え、応能負担を強めてください。とりわけ、第１段階・第２段階は

免除してください。

→ 第９期事業計画では、低所得者層の負担軽減に配慮するとともに、保険料の上昇を

抑制するため、所得段階区分の細分化を行うなど、応能負担により保険料を設定して

います。また、介護保険給付費等準備基金を活用し、保険料基準月額を５６５円の軽減

を図っています。第 10 期事業計画の策定に向けて、国の動向を注視するとともに、介

護保険給付費等準備基金の活用や応能負担による保険料設定を検討しています。

②収入減少を理由とした減免制度の要件の、前年所得要件、当年所得減少割合および減

免割合を改善してください。

→ 応能負担の考え方や介護保険制度の財源への影響等を鑑みて慎重に検討する必

要があります。

③介護利用料の低所得者への減免制度を実施・拡充してください。
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→  介護保険制度で定める軽減制度の実施などにより、低所得者の利用者負担軽減に

取り組んでいます。 

④介護保険施設への独自支援、介護付き有料老人ホーム、認知症グループホーム等の入

所者や短期入所者等の食事、居住費に対する助成制度を実施・拡充してください。 

→  グループホームの入居者のうち、家賃等の費用負担が困難な低所得者を対象に利

用者負担額の軽減を行っています。 

（２）介護保険サービス 

①要支援１・２の訪問介護、デイサービスの総合事業への移行に際して、移行以前に実施

されていたサービス（「現行相当サービス」）が必要な人には継続した利用ができるように

してください。また、報酬単価を引き上げてください。 

→  利用者の状態と多様な生活支援・介護予防サービスの内容とを総合的に考慮して、

従前相当サービスが必要な方に対し、当該サービスを提供しています。また、国が定め

る基準により報酬単価を設定しています。 

★②どの地域に住んでいても利用者が全国一律のサービスを受けられるよう「特定地域サー

ビス」および「特定地域居宅サービス等事業」の制度を採用しないでください。 

→  広域連合管内の中山間地域の実情を踏まえて検討していきます。 

③福祉用具貸与の対象品目を縮小しないでください。また、要介護度にかかわらず必要な

人が利用できるようにしてください。 

→  介護保険制度に基づき、適切に対応しています。 

★（３）訪問介護事業所・特別養護老人ホーム等の基盤整備 

①介護報酬引き下げ、物価高騰や人員不足により経営難に陥っている訪問介護事業所に

対して自治体の独自財源による財政支援で在宅サービスを維持・確保してください。 

→  国により措置されるべきものであると考えており、国の報酬改定の動向を注視してい

きます。 

②特別養護老人ホームや小規模多機能施設等、福祉系サービスを大幅に増やし、待機者

の実態を把握し、早急に解消してください。 

→  施設サービス等の整備については、第９期事業計画に基づいて進めております。 

③要介護１・２の特別養護老人ホーム入所希望者の実態を把握し、「特例入所」について、

広報を積極的に行うとともに、希望に沿うようにしてください。 

→  ホームページに入所指針や様式を掲載し、意見照会があったものについて適切に対

応しています。 

★（４）介護人材確保  

①介護職員の処遇改善・人材確保のための自治体独自の施策を、利用者負担を増やさな

い形で実施してください。 

→  介護人材の確保を図るため、介護の資格を持たない求職者と介護人材を求める介護

事業所等をつなぐ人材マッチング事業を行っています。また、介護人材の定着について

は、就労支援に係る費用を助成したほか、人材が定着しやすい職場づくりに向け、介護

職員の階層別研修を東三河地域の複数会場で実施しています。 

②一人夜勤を放置せず、必ず複数配置できるよう財政支援を行ってください。 

→  現時点では、広域連合として一人夜勤の禁止や財政支援の実施を予定しておりませ

ん。 

③８時間以上の長時間労働を是正してください。 

→  介護保険法に基づき、適切な人員配置等を行うよう指導しております。 

④夜勤体制についての実態調査を実施してください。 



→  第 10 期事業計画の策定に向けた調査に合わせて実施しております。 

★（５）高齢者福祉施策の充実 

①中等度からの加齢性難聴者を対象とする補聴器購入助成制度の助成内容を充実してく

ださい。また、加齢性難聴を早期発見するための無料検診事業を実施してください。 

→ ＜市町村＞にて回答 

②買物や通院をはじめ高齢者の外出支援の施策を充実してください。 

→ ＜市町村＞にて回答 

（６）認知症高齢者の福祉施策の充実 

①「認知症基本法」の基本理念にもとづき、地域の実情にそくした「市町村認知症施策推進

計画」を作成してください。 

→ ＜市町村＞にて回答 

②認知症の人が事故を起こした時に備える「賠償補償制度」を保険料無料で実施し、さらに

拡充してください。 

→ ＜市町村＞にて回答 

③認知症を早期に発見して適切な治療につなげるため、名古屋市が実施している「もの忘

れ検診」のような無料検診事業を実施してください。 

→ ＜市町村＞にて回答 

（７）第１０期介護保険事業計画の作成 

①第１０期介護保険事業計画の作成にあたっては、その調査内容と結果、策定委員会の傍

聴、議事録の公開など審議内容について住民に広く公開するとともに、その意見を積極

的に住民から聞く機会を設けてください。 

→  介護保険事業運営委員会において、会議は原則公開としており、その上で議事録を

ホームページで公開しています。また、委員に被保険者の公募枠を設けるとともに、パ

ブリックコメントを実施することで、広く住民の意見を聞く機会を設けています。 

②作成にあたっては要介護認定の比率が高まる７５歳、８０歳以上の人口の推移を反映し、

居宅サービスも施設サービスも必要十分な量・質を自治体の責任で確保してください。 

→  人口の推移のほか、広域連合管内の地域の特性、サービスの利用実績等も勘案し

て、第 10 期事業計画期間中に必要十分な量・質のサービスが確保できるよう調査検討

を進めています。 

★（８）障害者控除の認定 

①介護保険のすべての対象者に「障害者控除対象者認定書」を自動的に個別送付してく

ださい。 

→ ＜市町村＞にて回答 

 

以上 




